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令和４年度の取組

・今後担う予定の役割

質問項目

・地域医療構想を策定した平成28年5月以降で不足する医療機能への転換、病床の廃止を行った
医療機関、又は今後の計画が具体的に決まっていて発表できる医療機関については確認済

対象機関と確認時期

（１）今後の方針についてアンケートを実施

（２）アンケートの結果を受け、以下の医療機関から対応方針を確認(令和５年３月調整会議)

（３）（２）以外の医療機関

対象機関と確認時期

・平成28年5月以降で不足する医療機能への転換や病床の廃止を行っておらず、今後も現状維持
を予定する医療機関（今後の対応について検討はしているものの、具体的な計画がない医療機
関も含む）

・令和5年7月以降の調整会議で説明していただいた上で確認

・2025年における機能別の病床数 など
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令和５年度、６年度の取組(令和５年国通知抜粋)

・構想区域毎の地域医療構想の推進に係る目標は、2023年度当初に対応方針の策定率が100％に
達していない場合は、対応方針の策定率。

・2023年度当初において、既に対応方針の策定率が100％に達している場合の同年度、2024年度以
降の目標は、合意した対応方針の実施率。

※和歌山保健医療圏構想区域は、対応方針の策定率が100％に達していないので、策定率100％を
目指す必要がある。

対応方針の策定率、実施率

・病床機能報告上の病床数と将来の病床数の必要量について、データの特性だけでは説明できな
い差異が生じている構想区域においては、当該構想区域の調整会議で要因の分析及び評価を行
い、その結果を公表し必要な対応を行う。

病床数と将来の病床数の必要量の差

（１）年度目標の設定

（２）地域医療構想の進捗状況の検証

（３）必要な対応

非稼働病棟等への対応

・データ等に基づく説明を尽くしたうえで、なお生じている差異として非稼働病棟等の影響が考
えれるので、当該病床の今後の見通しについて確認。

・調整会議において差異の要因の分析及び評価を行った結果、非稼働病棟等への対応のみによっ
ては、生じている差異への対応が不十分であると認められる場合には、２０２５年の医療提供
体制について改めて協議を行い、各医療機関の役割分担の方向性等について議論し、各構想区
域の今後対応すべき具体的な課題を明確化した上で、課題を解決するための年度毎の工程表を
策定し公表。 2



令和６年度、７年度の取組(令和６年国通知抜粋)
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国の取組

モデル推進区域及び推進区域を設定しアウトリーチの伴走支援の実施(新たな取組)

・2024 年度に、推進区域の地域医療構想調整会議で協議を行い、当該区域における医療提供体制上の課題、当該課題の解決に向けた
方向性及び具体的な取組内容を含む推進区域対応方針を策定し、2025 年度に推進区域対応方針に基づく取組を実施する。

・2024 年度前半に都道府県当たり１～２か所の推進区域及び当該推進区域のうち全国に10～20 か所程度のモデル推進区域を設定
した上で2024 年度及び2025 年度にモデル推進区域においてアウトリーチの伴走支援を実施する。

・2024 年度及び2025 年度に、都道府県が策定した推進区域対応方針に基づき、各医療機関の対応方針について改めて必要な検証・見直
しを行う。

都道府県の取組

医療機関の取組



地域医療構想の進め方

これまでの取り組み(継続)

２０２５年に向けての課題を解決するためにこれまでの取り組みを継続(強化)

・非稼働病床については、病床の廃止や他施設への転換について引き続き依頼(【具体的な対応】ヒアリングを実施)

・病床機能に係る定量的基準①②を参考に、病床機能の報告を依頼(【具体的な対応】定量的基準に基づいた報告を再度依頼)

・今後の対応方針への実施状況を確認

〇平成２８年５月以降、病床の転換・廃止を行っていない医療機関に対して、令和５年７月以降の地域医療構想調整会議で、
今後の方針を確認中

〇２０２５年に向けての課題
・必要病床数に対して病床過剰（＋５５７）
・非稼働病床が４４４床
・回復期病床の不足（△６５３）

4



定量的な基準

① 一般病棟（７対１基準）に関して、高度急性期並みか
急性期並みかの客観的目安を提示するもの。

●導入意義

② 一般病棟（10対１、13対１、15対１基準）及び地域包括
ケア病棟に関して、急性期機能と名乗るに相応しい機能を果た
しているか否かの、客観的目安を提示するもの。

区分 対象となる
医療機能 定量的な基準

和歌山
基準①

高度急性期
・

急性期

●ICUなど４対１基準の病棟は、すべて「高度急性期」

●７対１基準の一般病棟のうち、以下A~Jの10項目の
うち１項目以上が基準超えの病棟は「高度急性期」

●上記以外の７対１基準の一般病棟は「急性期」

項目 基準①

A）全身麻酔手術 ２．０回／床／月

Ｂ）胸腔鏡・腹腔鏡下手術 ０．５回／床／月

Ｃ）悪性腫瘍手術 ０．５回／床／月

Ｄ）超急性期脳卒中加算 （レセプト件数）あり

Ｅ）脳血管内手術 （算定回数）あり

Ｆ）経皮的冠動脈形成術 ０．５回／床／月

Ｇ）救急搬送診療料 （算定回数）あり

Ｈ）救急諸項目 ０．２回／床／月

Ｉ）重症患者への対応（救急） ０．２回／床／月

Ｊ）全身管理への対応 ８．０回／床／月

和歌山
基準②

急性期
・

回復期

●下記のいずれも満たさない病院は「急性期」と報告しない

【注】病院は「c」かつ「d」を満たす必要あり

項目 基準②

a）手術総数（算定回数）
【50床あたり】 １．２回／床／日

b）化学療法（算定日数）
【50床あたり】 ０．５回／床／日

c）救急医療管理加算1及び2
（算定回数）【50床あたり】 ３．０回／床／日

d）中等症以上の救急搬送件数
【1病院あたり】 １００件以上／年

※当基準による「床」は、病床機能報告における最大使用病床数（稼働病床）をいう。
※小児・周産期・緩和ケアなど地域医療に不可欠であって特殊性の強い病棟は、当基準とは切り分けて考えるものとする。

●位置づけと取り扱い
■ 各医療機関が病床機能報告を行うにあたっての報告基準を
新たに設けるものではない。

■ 各医療機関が、地域における自らの医療機能（例:地域医
療に必要な救急受入件数など急性期機能の充足度を評価
する）に関する立ち位置をより正確に把握することによって、実
態に合った自主的な病床機能報告につなげようとする趣旨。

■ 「定量的な基準」を、医療機能や供給量を把握するための客観
的な目安として、地域医療構想調整会議の議論に活用し、議
論の活性化につなげようとするもの。

「定量的な基準」によって病床機能の見える化を図るとともに、病床
の機能分化・連携など地域医療構想の実現に向けた取組を推進。

※特定機能病院・救命救急センター・周産期母子医療センターである病院で、過去３年間の実績を定量的な基準に当てはめ
た結果、基準を超える病棟

（平成30年度地域医療構想調整会議資料_一部改）

病床機能報告における和歌山県の「定量的な基準」

5



① 一般病棟（７対１基準）に関して、高度急性期並みか急性期並みかの
客観的目安を提示するもの。

② 一般病棟（１０対１、１３対１、１５対１基準）及び地域包括ケア病棟に
関して、急性期機能と名乗るに相応しい機能を果たしているのか否か
の、客観的目安を提示するもの。

「定量的な基準」の導入意義

【参考】改定前の病床機能報告における和歌山県の「定量的な基準」

① 各医療機関が病床機能報告を行うにあたっての報告基準を新たに
設けるものではない。

② 各医療機関が、地域における自らの医療機能（例：地域医療に
必要な救急受入件数など急性期機能の充足度を評価する）に関する
立ち位置をより正確に把握することによって、実態に合った自主的な
病床機能報告につなげようとする趣旨。

③ 「定量的な基準」を、医療機能や供給量を把握するための客観的な
目安として地域医療構想調整会議の議論に活用することによって、
議論の活性化につなげようとするもの。

「定量的な基準」の目的・狙い

●「定量的な基準」によって病床機能の見える化を図り、機能分化を
進める。

●並行して、『公的病院を中心とした再編・ネットワーク化』や
『長期にわたる非稼働病床（病棟）の整理』などの取組を引き続き、
進めていく。

区分
基準の対象

となる
医療機能

項目Ａ）全身麻酔手術 ２回／床／月

項目Ｂ）胸腔鏡・腹腔鏡下手術 ０．５回／床／月

項目Ｃ）悪性腫瘍手術 ０．５回／床／月

項目Ｄ）超急性期脳卒中加算 （レセプト件数）あり

項目Ｅ）脳血管内手術 （算定回数）あり

項目Ｆ）経皮的冠動脈形成術 ０．５回／床／月

項目Ｇ）救急搬送診療料 （算定回数）あり

項目Ｈ）救急諸項目 ０．２回／床／月

項目Ｉ）重症患者対応（救急） ０．２回／床／月

項目Ｊ）全身管理への対応 ８回／床／月

年間３００件以上

中等症以上件数が
１００件以上

注）小児・周産期・緩和ケアなど、地域医療に不可欠であって特殊性の強い病棟は、上記の基準とは切り分けて
考えるものとする。

定量的な基準

●７対１基準の一般病棟のうち、県全体において
　果たす役割を考慮した上で、下記Ａ～Ｊの
　１０項目のうち１項目以上が基準超えの病棟(※)
　は「高度急性期」

●救急搬送件数が下記のいずれにも満たない病院は
 「急性期」と報告しない。

和歌山
基準②

急性期
・

回復期 項目）救急搬送件数
　　　（消防統計）

●上記以外の７対１基準の一般病棟は「急性期」

和歌山
基準①

高度急性期
・

急性期

●ＩＣＵなどの４対１基準の病棟は
  すべて「高度急性期」

※特定機能病院・救命救急センター・周産期母子医療センターである病院で、過去３年間の実績を定量的な基準
に当てはめた結果、基準を超える病棟

（平成30年度地域医療構想調整会議資料より）
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令和６年度病床機能報告結果(和歌山圏域)
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○昨年度と比較して高度急性期▲２５５床、急性期＋２３４床、回復期▲８３床、慢性期＋６４
○必要病床数に対して病床過剰（＋５５７）、回復期病床の不足（△６５３）

回復期病床が
６５３床不足

全体として
５５７床過剰

→▲２５５

→＋２３４

→▲８３

→＋６４



高度急性期・急性期を定量的基準に基づいて整理(和歌山圏域)

1,588床

整理後病床数（2024年）

○定量的基準で整理すると高度急性期から３６２床急性期へ、急性期から４０５床回復期へ

※定量的基準は病床機能を報告する際の参考の基準であるが、2025年の総括に向けて病床の姿を整理したいと
考えているので、定量的基準に基づいた報告をお願いしたい。
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2,104床

362床と1,742床
の合計2,104床
が急性期

405床と1,183床
の合計1,588床
が回復期



工程表
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ステージ 取り組み内容 ２０２３年７月 ２０２４年３月 ２０２４年 ２０２５年

非稼働病床への取り組み

(これまでの取り組み(強化))

定量的基準を参考に

した病床機能の報告

(これまでの取り組み(強化))

具体的対応方針への合意

(これまでの取り組み(継続))

具体的対応方針の

実施状況の確認

(これまでの取り組み(継続))

急性期病床を整理し、

回復期需要への対応

(新たな取り組み)

第２ステージ

(地域としての取り組み)

機能分化・連携強化

への取り組み

(新たな取り組み)

第１ステージ

(医療機関それぞれの取り組み)
２０２３年度中に１００％に達することが目標

合意した具体的対応方針を２０２５年までに実施

１月：アンケート実施
３月～：アンケートで見える化された、各医療機関の課題等を

もとに、より深化した機能分化・連携強化の議論を実施

１２月～：急性期病床を重症急性期、軽症急性期に整理

軽症急性期と回復期病床で将来的には回復期の医療需要に対応することとし、
特に軽症患者の救急受け入れや在宅復帰へ向けた医療への機能分化・連携強化に取り組む

高度急性期、急性期病床については、定量的基準を参考に病床機能の報告を依頼

非稼働病床については、病床の廃止や他施設への転換を引き続き依頼

２０２４年度以降も引き続き取り組む



地域医療構想に関する定量的基準の導入状況
○ 病床機能報告は国が示す定性的な基準を参考に、各医療機関が病棟単位に報告した結果であり、実際の病床の
姿を示していない可能性がある。

○ 上記課題や定量的基準を導入した先行府県の取組を踏まえ、国から各都道府県に対して、地域医療構想調整会議
における議論を活性化する観点から、地域の実情に応じた定量的な基準を導入することを求める通知が発出（H30）

○ 令和５年３月末時点で、定量的な基準を導入している都道府県は２７都道府県（57％）

■全国における定量的基準の導入状況

（N＝47）

（出典）厚生労働省調査_地域医療構想調整会議における検討状況等調査（令和5年3月末時点） セルを着色している県の詳細は不明

導入（27） 未導入（18） 検討中（2）
北海道 青森県 宮城県
岩手県 秋田県 福島県
山形県 神奈川県
茨城県 新潟県
栃木県 福井県
群馬県 山梨県
埼玉県 ⾧野県
千葉県 愛知県
東京都 滋賀県
富山県 兵庫県
石川県 鳥取県
岐阜県 島根県
静岡県 岡山県
三重県 山口県
京都府 徳島県
大阪府 福岡県
奈良県 宮崎県
和歌山県 沖縄県
広島県
香川県
愛媛県
高知県
佐賀県
熊本県
⾧崎県
大分県
鹿児島県 10



基準方式 導入都道府県 基準概要

埼玉方式

埼玉県
和歌山県
愛媛県
大分県

下記①～⑩の１０項目のうち１項目以上が基準越えは「高度急性期」
　①全身麻酔下手術、②胸腔鏡・腹腔鏡下手術、③悪性腫瘍手術、④超急性期脳卒中加算、⑤脳血管内手術、
　⑥経皮的冠動脈形成術、⑦救急搬送診療料、⑧救急医療に係る諸項目、⑨重症患者への対応に係る諸項目、
　⑩全身管理への対応に係る諸項目

大阪方式
大阪府
広島県

下記①～④の４項目のうち大阪は１項目以上、広島は２項目以上が基準越えは「高度急性期」
　①手術総数算定回数、②化学療法算定日数、③救急医療加算管理算定回数、④呼吸心拍監視算定回数
※大阪府は上記に加えて病床当たりの医師数・看護師数も加味して判断。

三重方式 三重県

下記①～⑧の８項目のうち１項目以上が基準越えは「高度急性期」
　①全身麻酔手術算定回数、②胸腔鏡下手術算定回数、③腹腔鏡下手術算定回数、
　④悪性腫瘍手術算定回数、⑤脳血管内手術算定回数、⑥経皮的冠動脈形成術算定回数、
　⑦血漿交換療法算定回数、⑧カウンターショック算定回数

重症度、医療・看護必要度
に着目した方式

山形県
静岡県
鹿児島県

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度が基準越えは「高度急性期」
　山形県：急性期一般入院料１算定病棟で「Ⅰ：６０％以上」、「Ⅱ：５８％以上」
　静岡県：急性期一般入院料１～３、特定機能病院一般病棟７対１入院基本料、専門病院入院基本料算定病棟で
　　　　　　　「Ⅰ：４０％以上」、「Ⅱ：３５％以上」かつ平均在棟日数１１日未満
　鹿児島県：急性期一般入院料１～６、特定機能病院一般病棟入院基本料、専門病院入院基本料、
　　　　　　　 小児入院管理料２～３、地域包括医療病棟入院基本料算定病棟で　「Ⅰ：５６％以上」、「Ⅱ：４０％以上」

その他 千葉県

構想区域ごとに基準が異なる
　・病床に関する調査を実施し、病床機能ごとに病床単位で病床数を集計
　・平均医療資源投入量４７，０００円を超える病棟は「高度急性期」
　・救命救急やＩＣＵ等において多く提供さている医療の算定回数を設定し基準越えは「高度急性期」

各都道府県が導入する定量的基準の分類
○ 各都道府県が導入する２７の定量的基準のうち、高度急性期と急性期を整理する基準を導入しているのは、山形県、
埼玉県、千葉県、静岡県、三重県、大阪府、和歌山県、広島県、愛媛県、大分県、鹿児島県の１１府県。
(詳細不明除く)

○ １１府県の高度急性期と急性期を整理する定量的基準を整理すると以下の表のとおりであり、
埼玉方式を採用している県が一番多く４県
大阪方式を採用している府県が２府県
三重方式を採用している府県が１県
重症度、医療・看護必要度に着目した基準を採用している県が３県
その他、構想区域により基準を併用している県が１県
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和歌山県における高度急性期と急性期を整理する定量的基準について

○前回会議で高度急性期と急性期を整理する定量的基準に対していただいた意見
・病棟の過半数を占める患者像を反映する基準になっていない。
・必要病床数に近づけるための数合わせである。
・数合わせであり将来の病床数を拘束するものでないなら現行の基準でよい。

12

○方針案
・高度急性期と急性期を整理する現行の定量的基準を引き続き採用する。
そのうえで定量的基準を参考に病床機能報告をしていただけるように積極的に依頼。

○方針の考え方
・２０２５年を終期とする現行の地域医療構想における残りの病床機能報告は、２０２５年報告の１回のみ。
・国では２０４０年を見据えた新たな地域医療構想の検討が始まっており、２０２５年は地域医療構想の通過点と考える。
・新たな地域医療構想における病床機能報告の報告基準は、診療報酬における届出等に応じた客観性を有する報告とする
等より分かりやすいものとするべく国で検討されている。
・和歌山県における地域医療構想の取組結果を見える形で示したい。
・必要病床数から逆算した基準ではなく、行政として数値の整理を行うものであり、整理の結果として必要病床数に近づく
ことになる。



埼玉県①
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埼玉県②
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愛媛県 【埼玉県方式】①
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愛媛県 【埼玉県方式】②
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大分県 【埼玉方式】
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大阪府
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広島県【大阪方式】
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三重県
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山形県
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静岡県
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鹿児島県①
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鹿児島県②
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千葉県
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